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次のとおり、住宅・建築生産性向上促進事業のうち住宅生産技術イノベーション促進事

業の公募について公示します。 

 

１．事業概要  

(1) 事業名 

住宅・建築生産性向上促進事業のうち住宅生産技術イノベーション促進事業 

 

(2) 事業目的 

本事業は、住宅建築分野における生産性向上に向けて、住宅・建築物の設計・施工・

維持管理等に係る生産性向上に資する新技術・サービスの開発・実証等（以下「技術

開発等」という）の取組について、優れた提案を応募した者に対し、国が当該技術開

発等に要する費用の一部を補助することを通じて追従する取組を誘発し、より良い技

術開発等が促進される市場環境を整備することを目的とする。 

 

(3) 事業内容 

住宅・建築物に係る政策課題である次の①～④の業務分野における生産性向上に資

する技術開発等の取組について公募します。①～④の業務分野に横断的な取組でも構

いません。 

①住宅・建築物の設計業務に関する技術開発等 

住宅・建築物の設計業務に関する技術開発等を募集します。テーマの例は以下の

とおりです。 

例・AI, IoT などの ICT の活用等による営業設計提案サービスや図面の自動作成

の技術開発 

・施主の要望内容の整理や設計の条件整理等に資する技術開発 

・住宅等の性能の評価等の効率化、迅速化に資する技術開発 

・リフォーム工事における積算業務の効率化に資する技術開発 

・既存住宅・建築物の省エネルギー性能を向上させる改修・リノベーションに

係る技術開発 

 

②住宅・建築物の施工業務に関する技術開発等 



   

住宅・建築物の施工業務に関する技術開発等を募集します。テーマの例は以下の

とおりです。 

例・AI, IoT などの ICT の活用等による住宅等の建築工事の工程・品質管理の効率

化等に資する技術開発 

・製品の規格化等による施工効率化に資する技術開発 

・ロボットの活用等による住宅等の建築工事の省力化、工期短縮等に資する技

術開発 

・施工過程の脱炭素化に資する住宅生産工法の開発 

・施工現場における施工性の高い断熱工法の技術開発 

 

③住宅・建築物の維持管理業務に関する技術開発等 

住宅・建築物の維持管理業務に関する技術開発等を募集します。テーマの例は以

下のとおりです。 

例・AI, IoT などの ICT の活用等による既存住宅・建築物の日常的または定期的な

点検、劣化状況等の検査、診断の高度化、効率化に資する技術開発 

・既存住宅・建築物の改修、リノベーション、維持管理に係る省力化やコストの

低減に資する技術開発 

・既存住宅・建築物の省エネルギー性能の把握方法や評価技術の開発 

 

④その他の住宅・建築分野における生産性向上に資する技術開発等 

①～③のほか、住宅・建築分野における生産性向上に資する技術開発等を募集し

ます。 

 
(4) 補助金の額 

一応募当たりの補助金の額は、当該事業に要する経費の２分の１以内の額とし、一事

業当たり 5,000 万円を限度とします。 

 

２. 補助対象事業者の要件 

(1) 応募者は、補助を受けて実施する事業期間（最長３年間）内での実用化と、その後の

市場化に向けて取り組もうとするものとします。 

 

(2) 応募者は、次の①～⑦に該当し、共同技術開発契約を締結して技術開発を行おうとす

る者とします。 

① 技術開発等を確実に遂行するに足る技術的能力を有すること。 

② 技術開発等を確実に遂行するために必要な費用のうち、自己負担分の調達に関

し十分な経理的基礎を有すること。 

③ 技術開発等に係る経理その他の事務について、的確な管理体制・資格及び処理

能力を有すること。 



   

④ 技術開発等の事業期間（最長３年間）内での実用化を達成するために必要な体

制及び能力を有すること。 

⑤ 平成３０年度以降、国土交通省住宅局が所管する他の補助事業において補助金

返還命令を受け、事業実施期間において本補助金への申請が制限されていない

こと。 

⑥ 暴力団又は暴力団員ではないこと、及び暴力団又は暴力団員と不適切な関係に

ないこと。 

⑦ 応募者の構成員は、二以上であること。また、国の機関は、応募者の構成員と

なることはできない。 

 

(3) 応募者は、１．(3)に掲げるテーマについて、一つに限り応募することができます。

同一の応募者が複数の提案を応募することはできません。また、同一の内容で、国の

他の補助金等を受けている事業の応募は認められません。 

 

(4) 応募に際し、構成員が複数の提案に参加する場合、その構成員が参加する提案の上限

は２提案とします。なお、複数の技術開発等に参画することにより、補助金の交付を

受けた者としての責務が果たせなくならないよう十分考慮の上、応募してください。 
 

３．選定基準 

（１）技術開発等の必要性 

開発・実証等しようとする新技術・サービスについて、生産性向上の観点から、

その必要性について審査します。 

 

（２）技術開発等の先導性 

開発・実証等しようとする新技術・サービスが既存の類似の技術・サービスと

比較して、どのような点において先導性があり、優れているかについて審査しま

す。 

 

（３）技術開発等の実用化の実現可能性 

技術開発等の実施内容及び実施体制、実用化に向けた具体的なロードマップ

について審査します。 

 

（４）技術開発等の生産性向上の効果と実証方法 

 開発・実証等しようとする新技術・サービスが生産性向上に資する効果（目標）

について、根拠を含め定量的に示していただき、効果とその実証方法について審

査します。 

  

（５）技術開発等の成果の市場化の見通し 



   

本補助事業で得られる成果（実用化された新技術・サービス）の取扱いや市場

化に向けた取組（想定される課題への対応等）を示していただき、本補助事業の

成果が市場化につながるものであるか、特定の企業のみでとどまらず、幅広く活

用されるものであるか、また、追従する取組を誘発するものであるかについて審

査します。 

 

（６）その他 

過去に本補助金の交付を受けた者で、事業の執行に関し不適切な対応があっ

た等、本補助事業の採択にあたって不適切と認められる者が構成員に含まれる

場合は、当該応募者の提案を不採択とする場合があります。 

 

４．募集要領の交付期間及び場所 

(1) 公募期間 

令和３年１０月１日（金）から令和３年１０月２９日（金）まで 

 

(2)募集要領の配布 

次のホームページからダウンロードしてください。 

   https://www2.hyoukakyoukai.or.jp/innovation/boshuu_r3_2/ 

 

 

５．応募書類の提出期限及び提出方法 

(1) 提出期限 

令和３年１０月２９日（必着） 

 

 (2) 提出先 

一般社団法人 住宅性能評価・表示協会（住宅生産技術イノベーション促進事業事務局） 

   〒１６２-０８２５ 

住所：東京都新宿区神楽坂１丁目１５番 神楽坂１丁目ビル６F 

電話：０３-５２２９-７４４２ FAX：０３-５２２９-７４４３ 

メール： innovation@hyoukakyoukai.or.jp 

 

(3) 提出方法 

郵送。詳細は募集要領を参照してください。 

 

６．問い合わせ先 

(1) 事務局 

一般社団法人 住宅性能評価・表示協会（住宅生産技術イノベーション促進事業事務局） 

 

５(2)参照 



   

 

(2) 担当部局 

〒100-8918 東京都千代田区霞が関２－１－３ 

国土交通省住宅局住宅生産課 担当：池本 

電話 03-5253-8111(内線39-471) 

電子メール ikemoto-y2ze@mlit.go.jp 

 

７．採択 

 応募のあった提案について、学識経験者からなる審査委員会において書面審査及びヒ

アリング審査を行い、採択を決定します。 

 なお、ヒアリング審査は、書面審査により選定された提案について行います。 

ヒアリング審査は、令和３年１１月中旬頃に実施する予定であり、詳細については応

募者に個別にお伝えします。 

 

８．その他 

(1)手続きにおいて使用する言語及び通貨は日本語及び日本国通貨に限ります。 

(2)申込書の作成、提出に係る費用は、提出者側の負担とする。 

(3)提出された申込書は、当該申込者に無断で２次的な使用は行いません。 

(4)申込書に虚偽の記載を行った場合は、当該申込書を無効にすることがあります。 

(5)採用された申込書は、「行政機関の保有する情報の公開に関する法律」（平成１１年

５月１４日、法律第４２号）において、行政機関が取得した文書について、開示請求

者からの開示請求があった場合は、当該企業等の権利や競争上の地位等を害するお

それがないものについては、開示対象となる場合があります。 

(6)詳細は募集要領によります。 
 
 
 


